
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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類似団体平均

西宮市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数 ： 阪神・淡路大震災後の平成８年度以降普通交付税の交付団体となり(平成１０年度のみ不交付)、その後も景気

                   低迷などによる市税収入の減少により、地方交付税への依存度が高くなっている。

 

経常収支比率 ： 震災復興等に係る市債償還の本格化に伴う公債費、高齢化・人口増に伴う扶助費の増加などにより、震災以
　　　　　　　　　　 降は１００％前後で推移し、財政状況の硬直化が進んでおり、類似団体の中では最低水準にある。今後は、第
　　　　　　　　　　 ３次行財政改善実施計画を着実に推進し、内部管理経費の削減や事業・施策の見直しなどで改善に努める。

起債制限比率 ： 震災復興に伴う公債費の増嵩によって起債制限比率は類似都市よりも高くなっている。一般財源ベースでの
　　　　　　　　　　 公債費は平成１６年度をピークに徐々に減少するが、依然として大きな負担となることから、起債制限比率に
　　　　　　　　　　 ついても高い水準で推移するものと思われる。

人口１人当たり ： 震災に伴う復旧・復興事業を推進するために、多額の市債を発行したことにより、地方債現在高は大きく膨れ
地方債現在高　　上がり、ピーク時の平成１０年度末には震災前の３倍以上となった。その後は減少に転じているものの、依然
　　　　　　　　　　　として高い水準であり、震災前の水準に戻るには相当の期間を要するものと思われる。

ラスパイレス　：　第３次行財政改善実施計画に基づく給料減額(８％～２％)の実施により、類似団体の中では最低水準にあ
指数　　　　　　　 る。今後、給与構造の改革のなかで、給料表の構成、各手当等について常に点検を行うことで、より一層市
                         民に理解される給与水準となるよう努める。

人口1,000人当：平成２２年４月１日における職員数について、平成１７年４月１日現在の職員数に対して、新地方行革指針(総

たり職員数　　　務省)に掲げられている４．６％を上回る数値目標として、１８３人(４．９％)程度の削減を図ることを目標とする。


